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答   申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）２５条２項に基づく保護変更決定処分に係る審査請求

について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

   本件審査請求の趣旨は、○○区福祉事務所長（以下「処分庁」と

いう。）が、請求人に対し、平成２９年１１月１７日付けの通知書

で行った保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）につい

て、その取消しを求めるものである。  

  

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分を違法又は不当で

あると主張しているものと解される。  

請求人は、「○○区においても派遣村や○○区同様、医療等自己

負担額は０である。」等と主張しており、処分庁が本件処分により

請求人に係る医療費の本人支払額を無料とする決定をしないことを

もって、本件処分は違法又は不当であると主張するものと解され

る。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項によ

り、棄却すべきである。  
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第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。   

年  月  日  審  議  経  過  

平成３０年  ６月５日  諮問  

平成３０年  ７月１７日  審議（第２３回第１部会）  

平成３０年  ８月２０日  審議（第２４回第１部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

 １  法令等の定め  

  ⑴  法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基準（昭

和３８年４月１日付厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」と

いう。）により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、そ

の者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度に

おいて行うものとされている。  

  ⑵  保護基準によれば、１２月の保護費（基準生活費）の算定に当

たっては、期末一時扶助費を計上することとされている（保護基

準別表第１・第１章・１・⑵・ア）。期末一時扶助費は、１２月

から翌年１月にかけて引き続き保護を受ける者に対して、越年資

金として支給されるものである（「生活保護法による保護の実施

要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１日付社保第３４号厚

生省社会局保護課長通知。）第７・問３７・答）。なお、同通知

は、地方自治法２４５条の９第１項及び第３項の規定に基づく法

の処理基準とされている。  

  ⑶  また、同じく地方自治法２４５条の９第１項及び第３項の規定

に基づく法の処理基準とされている「生活保護法による医療扶助

運営要領について」（昭和３６年９月３０日付社発第７２７号厚
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生省社会局長通知。以下「医療扶助運営要領」という。）によれ

ば、「要保護者が医療扶助のみの適用を受ける者である場合に

は、保護の実施要領についての通知の定めるところにより当該要

保護者の属する世帯の収入充当額から当該世帯の医療費を除く最

低生活費を差し引いた額をもって本人支払額とすること。」とさ

れており（医療扶助運営要領第３・２・⑵・ア）、また、福祉事

務所長は、現に医療扶助を受けている者について、本人支払額を

変更すべきことを確認したときは、医療扶助の変更に関する決定

（保護の変更の決定）を行うこととされている（医療扶助運営要

領第３・２・⑶・ア）。  

 ２  これを本件についてみると、処分庁は、現に医療扶助を受けてい

る請求人について、平成２９年１２月１日を保護変更決定年月日、

決定した理由を「期末一時扶助費の認定により」として、本件期末

一時扶助費（１３，８９０円）を認定するとともに、医療扶助につ

いて、収入認定月額（１３５，７８５円）から当該扶助費を含む最

低生活費（１３１，３６０円）を減じて得た額（４，４２０円）を

医療費の本人支払額とする旨の本件処分を行ったことが認められ

る。  

   したがって、本件処分は、上記１の法令等の定めに従って適正に

なされており、違算も認められないことから、違法又は不当な点を

認めることはできない。  

 ３  請求人は、上記（第３）の理由により、本件処分の違法性又は不

当性を主張する。  

   しかし、本件処分は、現に医療扶助を受けている請求人につい

て、本件期末一時扶助費を認定して医療扶助費の本人負担分を変更

するものであるところ、本件処分は法令等の定めに基づき適正にな

されたものと認められることは上記２のとおりである。  

   これに対し、請求人は、処分庁が本件処分により請求人に係る医

療費の本人支払額を無料とする決定をしないことを不服としている
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ものと解されるが、本件処分において、医療費の本人支払額は、請

求人の収入認定月額が最低生活費を上回っていることに基づいて決

定されており、そのような取扱いが法令等に則った措置であること

は、上記（１・⑶及び２）に示したとおりである。  

   その他、請求人は本件処分が違法又は不当である旨をるる主張す

るが、本件処分とは直接の関係がなく、認めることはできない。  

   したがって、本件処分が違法又は不当であるということはできな

い。  

 ４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

   その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

  

 以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

髙橋滋、千代田有子、川合敏樹  

 

 


